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各単組で交渉等を行う際は、事前に

地本へ連絡をお願いします。
また、事務折衝内容もその都度、地本へ情報を集め、全単組が

前進回答を引き出せるようにめざしましょう！
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09人事院勧告情報


月例給・一時金ともに引き下げ





09人事院勧告の主な内容





平均年間給与は△15.4万円（△2.4％）の大幅な引き下げ





①月例給の引き下げ改定


（平均改定率△0.2％）


②期末・勤勉手当の引き下げ


　（△0.35月）


③自宅所有者の住居手当の廃止


④超勤手当の割増率の改善


⑤育児・介護休暇の改正





今後の予定


小平忠正・民主党勝利北空知総決起集会


　　８月１１日（火）１８：３０～　深川市・プラザホテル板倉


小平忠正・民主党勝利南空知総決起集会


　　８月１２日（水）１８：３０～　岩見沢市・岩見沢駅東市民広場イベントホール赤レンガ














　人事院は、８月11日、厳しい内容の勧告を行った。


　今年度の人事院勧告をめぐる状況は、５月１日、与党の圧力によって、本来の人事院のルールを無視した勧告を行ったことからはじまっている。


　空知管内の多くの単組では、臨時勧告時の闘争で独自削減分を撤回するなど、一定の成果を勝ちとった。


　しかし、今回、臨時勧告を大きく上回る一時金の引き下げ、さらには月例給までもが引き下げという厳しい内容が出された。


　また、超勤手当の割増率については、これまでもサービス残業が蔓延している中、果たして改善がされるのか？





廃止となってしまえば、月例給でダブルの収入減となってしまう。


　厳しい勧告だが、今後は、単組・地本・道本部の連携を一層強め、情報を集中し、より有利な交渉へと結びつけていかなければならない。














といった危惧がされる。


　自宅所有者の住居手当については、これまで大型はがきなどの取り組みを強化してきたが、残念ながら廃止という勧告が出された。


　住居手当は、全国の中でも北海道の支給額は高いため、








